宮城県議会議員選挙立候補予定者の方々へのアンケート

あなた自身についてお尋ねします。

　お名前　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年齢　　　　　歳
　　

性別　　男　　女　　　　　
　ご住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　連絡先（お電話・Ｅメイル等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
質問事項

１　福島の原発事故発生後の国と自治体の対応について伺います。

　　福島の事故発生後大量の放射性ヨウ素が放出されました。放射性ヨウ素は、特に幼い子供たちの甲状腺ガンを引き起こすとされ、福島全県下では３６万人の子供達に対して生涯に亘る健康追跡調査を行う必要があるとのことです。放射性ヨウ素から子供達を守るためには、事故直後にヨウ素剤を服用させれば、甲状腺癌のリスクを減らせるそうですが、福島の事故直後には子供達への服用に対する国と各自治体の対応は曖昧なもので、結局福島県下の子供達の殆どは服用できませんでした。また、原発立地県ではヨウ素剤の備蓄は必須とされています。

1 ヨウ素剤服用について今回の福島の判断についてどうお考えですか。

　　　Ａ　妥当だったと思う　　Ｂ　福島県が自ら判断すべきだった　　Ｃ　わからない

　　　

2 宮城県のヨウ素剤の備蓄について

　　　Ａ　現状の備蓄のままで良い　　Ｂ　どこにどれだけあるか知らない　

　　　Ｃ　ヨウ素剤というものについては全く知らなかった　　

Ｄ　改善の必要がある（具体的に記載ください）

　　　

２　福島の事故による放射能放出による宮城県の放射能汚染の測定等について伺います。

現在、福島の事故により、宮城県でも広範な範囲で放射能汚染が確認されています。現在の宮城県及び県内市町村の測定体制では、一体どれほどの汚染状況にあるのかが不明確です。また、小さいお子さんをもつ親御さんをはじめ、食品の汚染への不安にも十分応えているとは言えませんが、今後県としてどのように対処すべきだとお考えですか？また、宮城県内の除染を今後どのようにすべきだとお考えですか？
1 ご自分は、身の周りの空間放射線量や食品の放射能汚染に関心がありますか。

　　Ａ　ある　　Ｂ　ない　　Ｃ　回答できない(理由をご記載ください)

　

②　宮城県にも南部や北部に相当な汚染地域がありますが、この地域の子供達の健康被害の調査についてどのようにお考えですか。

　　Ａ　国に任せる　　Ｂ　宮城県として早急に実施する　　

Ｃ　必要ない(理由をご記載ください)

③　宮城県が行っている空間放射線量や各種農水産物(食品)の検査と測定の体制について

　　Ａ　充分だ　　Ｂ　もっと拡充すべきだ　　Ｃ　わからない

　④　宮城県民自らが、放射能測定機器を購入して空間線量や食品の放射能汚染を測定している・

　　測定しようとしていることについてご存じですか。

　　Ａ　知っている　　Ｂ　知らない　　Ｃ　知っているが民間でやる必要はない

　　Ｄ　回答できない(理由をご記載ください)

⑤　宮城県では、学校・保育園・病院・公園・通学路等の除染が十分だとお考えですか。

　　Ａ　十分だ　　Ｂ　不足している　　Ｃ　そもそも不要だ　　Ｄ　国の業務だ

３　東北電力女川原子力発電所（以下「女川原発」といいます。）について伺います。

女川原発は、3.11の震災や4.7余震で大きな被害を受け、いずれも外部電源５系統のうち４系統の機能が喪失しました。津波もあと１ｍ津波が高ければ敷地を越えたことが明らかで県民に大きな不安をあたえました。しかも原発内部の損傷状況もいまだ不明です。今後女川原発はどうすべきだとお考えですか？
①　宮城県の「地域防災計画〔原子力災害対策編〕」は、EPZ(防災対策重点地域)を半径8～10キロと定めた国の指針に基づき「本県における原子力防災対策を重点的に充実すべき地域の範囲は、原子力発電所施設を中心としておおむね半径１０キロメートル以内の地域」となっていますが、住民の安全を守るにはきわめて不十分であることは、福島の事故で明らかになりました。この宮城県の防災計画をご存知でしたか、また、それで十分と言えますか。
　　Ａ　知っているし十分だ　　Ｂ　知らなかったが十分だ　　

Ｃ　知っていたが、今は不十分だと考えている

Ｄ　知らなかったし、不十分だと思う。　　Ｅ　回答できない(理由をご記載ください)

　②　東北電力と宮城県との「原子力安全協定」は、現在、女川町と石巻市とだけ結ばれていますが、事故があれば直接・間接に放射能の影響が及ぶ仙台市など県内各市町村でも結び広域的な対応を図る必要がある、と思われますが、どのようにお考えでしょうか。
　　Ａ　十分だ　　Ｂ　見直す必要がある　　Ｃ　回答できない(理由をご記載ください)

　③　女川の再稼働に関しては、福島の事故の原因が解明されなくとも、津波対策・電源対策が講じられ、国がストレステスト等で安全性を確認すれば再稼働をしても良いですか。また、地震・津波対策はどのようにすべきだと思いますか。

　　③－1　女川の地震・津波対策については、女川原発に防潮堤を作るだけで十分ですか。

　　Ａ　十分だと思う　　Ｂ　それだけでは不十分だと思う

　　Ｃ　回答できない(理由をご記載ください)

　　③－2　国が行うストレステストが終了し国が安全だと認めれば再稼働を認めますか。

　　Ａ　認める　　Ｂ　宮城県民の意思を確認する場が必要だ　　Ｃ　全く同意できない

　　Ｄ　回答できない(理由をご記載ください)

４　宮城県の復興計画と新エネルギー開発等の問題について伺います。

　　福島の事故を受け、福島県では県の復興ビジョンの基本理念を「これまでの原子力政策から脱却し、再生可能エネルギーの推進など新たなエネルギー政策を推進し、安全・安心で持続的に発展可能な社会づくり」を第一の柱とするとしました。

　　また、ドイツでは、福島の事故後かつて原発を推進していた
メルケル首相が同国の原発を全廃し、再生可能エネルギーの普及による経済振興を目指すと宣言しました。イタリアは国民投票で原発の廃止を決めました。

　　さらに、日本国内においても、日本世論調査会が６月に実施した世論調査では、段階的な原発の廃止までを含めると国民82％が原発の廃炉に同意しており、まさに私達は新しい時代の入り口にいます。

　①　上記の国際的な動向や福島県の動き、国民の意見についてお伺いします。

　　　Ａ　上記には同意できない。原発は宮城県の経済振興のため必要不可欠だ

　　　Ｂ　福島県の選択や世論の動向は正しい選択だと同意する

　　　Ｃ　宮城県は福島県とは違うと考える、独自の観点でエネルギー政策を持つべきだ

　　　Ｄ　回答できない(理由をご記載ください)

　②　震災からの復興にあたり、エネルギー政策をどのように進めるかは東北地域のみならず日本全体に共通する課題だと考えます。復興にあたって地域のエネルギー政策をどのようにお考えですか？
Ａ　太陽光、風力、小水力発電、地熱などの自然エネルギーの活用を大胆に進める政策を推進する

Ｂ　復興計画とエネルギー政策は関係がないし、必要でもない

Ｃ　回答できない(理由をご記載ください)

　　　

５　あなたの福島の事故後の諸問題に対する見解をお聞かせください。

６　あなたの宮城県の将来のエネルギーのビジョンについてお聞かせください。

ご多用中のところ、アンケートにご協力下さりありがとうございました。
